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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

デジタルスマートシティ推進

事業 

 

主 管 課 

 

デジタル戦略推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 13,500千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

13,500千円 千円 千円 千円 13,500千円 

目     的 

産学官金が協働して地域のデジタル化を新たな価値創出と社会課題解決

の両面から推進するため、「かごしまデジタルスマートシティ推進協議会」

のプロジェクトを支援する。 

事 業 概 要 

⑴かごしまデジタルスマートシティ推進協議会の運営 

・産学官金からなる協議会の運営事務 

・幹事会・分科会の開催、活動方針検討のための調査・調整、会員管理等 

    

⑵課題解決に向けたプロジェクト活動支援 【デジタルスマートシティ推進

事業補助金】 

・地域の課題解決に向け、民間企業等の持つ先端技術やノウハウ、アイデア

を活用した実証及び実装の取組を支援し、デジタルスマートシティの更な

る推進を図るもの。 

・協議会において検討した民間主体のプロジェクトについて、公益性が認め

られ、地域課題解決に効果が認められる場合に経費の一部を補助（補助

率：対象経費の３／４以内、補助上限額：450万円／件） 

 

特     色 

・令和６年１月 31 日に発足した産学官金からなる協議会（発足時、会員７

者・オブザーバー２者）活動の活性化を促進するもの 

・協議会におけるプロジェクト活動については、令和６年度後半の開始を想

定 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

アジア太平洋都市サミット開

催事業 

 

主 管 課 

 

国際交流課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 73,382千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

73,382千円 千円 千円 3,023千円 64,586千円 

目     的 

アジア太平洋地域の市長等が一堂に会する「アジア太平洋都市サミット」

を本市で初めて開催し、都市問題の解決に向けた相互協力やネットワークを

構築するとともに、訪れる多くの方々に本市の魅力を発信し、観光消費の拡

大にもつなげる。 

事 業 概 要 

開 催 日：令和６年８月 22日（木）～８月 24日（土） ３日間 

会  場：城山ホテル鹿児島  

参加都市：約 30市  

日   程：１日目 ８/22(木)受付、歓迎レセプション  

      ２日目 ８/23(金)開会式、基調講演・特別講演、 

参加都市発表・意見交換、 

全体会議（共同宣言採択等）  

閉会式、フェアウェルパーティー    

３日目 ８/24(土)視察（市内施設、大花火大会など） 

  

特     色 
 鹿児島市がコロナ収束後初の対面式での開催市となる機会を生かしイン

バウンド消費の喚起につながるよう、本市の魅力をアジア各国に PRする。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

第 135回九州市長会開催事業 

 

主 管 課 

 

総務部総務課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 15,036千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

15,036千円 千円 千円 9,847千円 5,189千円 

目     的 
九州地区各市間の連絡調整を図り、市政の円滑な運営と進展に寄与するた

め、第 135回九州市長会総会等を本市で開催する。 

事 業 概 要 

開 催 日：令和６年 10月 21日（月）～22日（火） ２日間  

会  場：城山ホテル鹿児島  

日   程：１日目 防災部会・理事会・総務省等説明・総会・九州後期高齢

者医療広域連合地域ブロック協議会広域連合長会  

２日目 意見交換会（３グループ）・行政視察 

  

特     色 開催市は持ち回りで前回の本市での開催は平成 22年度 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

マーケティング推進事業 

 

主 管 課 

 

ふるさと納税推進室 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 50,000千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

50,000千円 0千円 0千円 0千円 50,000千円 

目     的 

マーケティングプロデューサーを中心に、本市の観光・産業の魅力となる、

食や特産品などに関するマーケティングを強化し、各種プロモーションによ

る認知度等の向上と新たなファン獲得を図る。 

事 業 概 要 

⑴マーケティングリサーチ 

 マーケティングプロデューサーによる市場動向等の調査・分析 

 

⑵認知度向上プロモーション 

市場動向等を踏まえ、ターゲットに応じた各種プロモーションを実 施 

［取組イメージ］ 

〈ターゲット〉 

所得別、年代別、エリア別、ポータルサイト別など目的に応じ選  

定 

 〈手法〉 

ターゲットに応じた訴求力の高い題材、媒体、プロモーション手法等を

選定 

 

⑶リレーションシップ構築 

ＳＮＳ等を活用し、ファンとの継続的な関係性を構築 

 

特     色 

【令和６年度 寄附見込】 

 個人版ふるさと納税：20億円 

 企業版ふるさと納税：１億６千万円 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

地域公共交通ネットワーク再

構築検討事業 

 

主 管 課 

 

交通政策課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 30,409千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

30,409千円 千円 千円 10,000千円 20,409千円 

目     的 
地域公共交通ネットワークの再構築を図るため、官民が連携して取り組む

利便増進実施計画の策定に向けた移動実態等の基礎調査を行う。 

事 業 概 要 

公共交通の現況や利用実態等について調査・分析を実施する。 

 

⑴現況バス路線等の整理 

バス路線の運行ルートや運行頻度、交通結節機能等に加え、鉄道、路面電

車、フェリー等の様々な移動手段について現状を整理 

⑵地域特性の把握 

国勢調査や携帯電話位置情報データ等を活用して地域特性の現状把握 

⑶利用実態調査の実施 

市民の外出移動の実態やニーズ、公共交通の利用状況等をアンケート調査

により把握 

⑷調査結果の分析 

上記調査結果を分析し、幹線・支線の分類や交通結節拠点の検討等の実施 

特     色 

路線網や公共交通の接続、ダイヤ等の見直しにより、利用者の利便増進に

資する取り組みを交通事業者と連携して進め、地域公共交通ネットワークの

再構築を図るための計画を策定する。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

相乗りタクシー実証実験事業 

 

主 管 課 

 

交通政策課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 473千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

473千円 千円 千円 千円 473千円 

目     的 
夜間の交通手段を確保するため、タクシー事業者等と連携し、配車アプリ

を活用した相乗りタクシー（シェアタク）の実証実験を行う。 

事 業 概 要 

交通事業者等と協議を行いながら、実証実験を実施する。 

 

⑴運行エリア：中心市街地（鹿児島中央駅・天文館）から比較的規模の大き

い（人口 7,000人以上）の団地等への移動 

⑵利用対象者：中心市街地からの帰宅者 

⑶実施期間  ：３カ月程度（令和６年９月から 11月(予定)）の夜間 

（20時以降を想定） 

⑷運   賃 ：相乗り人数や移動距離に応じて割り勘（利用者負担）  

 

※運行エリアや実施期間等については、交通事業者等の意見を踏まえ決定 

特     色 

配車アプリ（ＡＩによる最適な相乗りの組み合わせや効率的な運行ルート

判断等）を活用し、目的地の近い旅客同士を運送開始前にマッチングし、タ

クシーに相乗りさせて運送する。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

桜島火山防災研究所（仮称）

設置準備事業 

 

主 管 課 

 

危機管理課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 12,517千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

12,517千円 千円 千円 千円 12,517千円 

目     的 
大規模噴火時の市民の避難に係る研究等を行う桜島火山防災研究所（仮

称）の設置に向けた準備を行い、火山防災対策の更なる推進を図る。 

事 業 概 要 

火山専門家を登用し、大規模噴火時の市民の避難に係る研究等を行う桜島

火山防災研究所（仮称）の設置に向けた準備を行う。 

 

【主な取組】 

・火山専門家の登用（桜島火山災害時の助言、桜島火山防災対策に係る助

言） 

 ・桜島火山防災研究所（仮称）の体制の検討、研究計画の作成等 

特     色 

 基礎自治体としては、初となる火山防災対策研究に特化した組織を設置す

ることで、火山防災トップシティ構想の更なる推進を図り、引き続き大規模

噴火でも犠牲者ゼロを目指す防災対策に取り組む。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

客引き行為等対策事業 

 

主 管 課 

 

安心安全課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費  17,259千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

17,259千円 千円 千円 千円 17,259千円 

目     的 
「鹿児島市客引き行為等の禁止に関する条例」の主旨を踏まえ、客引き行

為等対策事業を実施する。 

事 業 概 要 

  客引き行為等禁止区域における客引き行為等を防止するため、客引 

き行為等対策指導員を配置する。 

⑴人数 ５人 ※会計年度任用職員 

⑵主な業務内容 

・禁止区域内の巡回、違反行為者に対する指導・警告・命令 

・報告の徴収、店舗等への立入調査 

・過料処分 

・県警等との情報共有 

 

 

特     色 

・公共の場所を快適に通行し、又は利用することができる環境の形成を図り、

安心で安全な地域社会を実現するため、令和５年８月に議員提案により「鹿

児島市客引き行為等の禁止に関する条例」が制定され、10 月の施行後、違

反行為者に対して条例に基づく指導等を行っている。 

 

・警察、地域団体等と定期的に意見交換を行うなど連携・協力しながら、粘

り強く取り組んでいる。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

町内会デジタル活用促進補助

金 

 

主 管 課 

 

地域づくり推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 6,000千円 

 

費 目 

 

（款）総務費 

（項）総務管理費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

6,000千円 0千円 0千円 0千円 6,000千円 

目     的 
町内会における情報発信やオンライン集金等のデジタルツールの活用に

係る経費の一部を助成し、町内会活動の効率化、負担軽減や活性化を図る。 

事 業 概 要 

⑴対象事業 

町内会がデジタルツールを活用して役員等の負担軽減や情報発信の強化、

活動の魅力向上に資する取組 

 

⑵対象経費 

各種サービスの初期導入費用及び利用料、委託料（ＨＰ制作・管理運営）、

オンライン集金に伴う決済手数料等 

※ 備品（デジタル関連機器等）は対象外 

 

⑶補助上限額 

100千円 ※ １年度につき１回、最大５回 

 

⑷補助率 

３分の２ 

特     色 
町内会活動への参加者の増加や役員の負担軽減により、担い手不足の緩和

を図る。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

ＧＸに向けた脱炭素モデル調

査事業 

 

主 管 課 

 

再生可能エネルギー推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 22,000千円 

 

費 目 

 

（款）衛生費 

（項）環境衛生費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

22,000千円 22,000千円 0千円 0千円 0千円 

目     的 

 産業競争力を維持・強化する中で 2050 年のゼロカーボンシティかごしま

の実現に向け、大企業のみならず中堅・中小企業も含めたサプライチェーン

全体でのＧＸを推進する。 

事 業 概 要 

 ＧＸ推進による経済変革にあたり、企業等が主体的に脱炭素に取り組む仕

組みづくり、脱炭素に向けた再生可能エネルギー設備等への積極的な投資が

重要となることから、持続可能で実効性の高い取り組みを調査する。 

特     色 
企業等が取り組むＧＸのモデルや中長期的な取り組みを盛り込んだロー

ドマップを作成する。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

食品ロス削減マッチングサー

ビス導入事業 

 

主 管 課 

 

資源政策課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 1,161千円 

 

費 目 

 

（款）衛生費 

（項）清掃費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

1,161千円 74千円 千円 千円 1,087千円 

目     的 
市食品ロス削減推進計画に沿って進める食品ロス削減の取組について、実

効性の向上を図る。 

事 業 概 要 

食品の売れ残りを防ぎたい小売店と消費者のニーズを、スマートフォンな

どでマッチングするフードシェアリングサービスを導入し、食品ロスの削減

につなげる。  

・フードシェアリングサービスの提供 

・周知広報のチラシ作成 

特     色 

（事業者） 

売れ残りの減少により、食品ロスの削減が期待できる。 

（消費者） 

食品や食材を安く入手できる。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

重層的支援体制整備事業 

 

主 管 課 

 

地域福祉課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 45,960千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）社会福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

45,960千円 29,184千円 千円 23千円 16,753千円 

目     的 

 地域共生社会の実現に向け、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに、

関係機関や地域が連携して対応する重層的支援体制を整備し、相談支援、参

加支援、地域づくりに向けた支援に一体的に取り組む。 

事 業 概 要 

 地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズ（８０５０問題やダブルケアな

ど）に対応するため、福祉に関する既存事業のほか、次の事業を一体的に実

施する。 

⑴包括的相談支援事業 

既存の相談窓口等を持つ支援関係機関での包括的な相談の受け止め 

⑵多機関協働事業・支援プラン作成事業 

 課題整理、関係機関による会議、支援プランの作成 

⑶アウトリーチ等を通じた継続的な支援事業 

 家庭訪問等によるつながりの形成 

⑷参加支援事業 

 就労支援等による社会とのつながりの回復 

⑸地域づくり事業 

 お達者クラブなど既存事業を活用した、交流・参加・学びの機会の確保 

特     色 

・既存の相談窓口や支援等の取組を活かすことを基本に、誰もが相談しやす

い支援体制を構築する。 

・支援関係機関が連携を密にし、福祉を中心とした既存の支援のほか、重層

事業の各種支援により、困りごとを抱えている支援対象者に寄り添う継続

的な支援を行い、課題の解決を目指す。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

手話言語・障害者コミュニケ

ーション条例推進事業 

 

主 管 課 

 

障害福祉課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 2,682千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）障害者福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

2,682千円 928千円 千円 千円 1,754千円 

目     的 

鹿児島市言語としての手話への理解の促進及び障害の特性に応じたコミ

ュニケーション手段の利用の促進に関する条例に基づき、その周知やそれぞ

れの促進を図る取組を行い、障害者への理解促進の気運を醸成し、障害者の

生活課題等の解消と、意思疎通支援の充実による共生社会の実現を目指す。 

事 業 概 要 

鹿児島市言語としての手話への理解の促進及び障害の特性に応じたコミ

ュニケーション手段の利用の促進に関する条例に基づき、その周知やそれぞ

れの促進を図る取組を行う。 

・条例解説手話動画作成 

・条例点字版・音声版作成 

・条例周知用パンフレット作成 

・条例制定記念イベントの開催 

特     色  令和６年４月１日施行に伴う条例周知の取組 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

民間保育士等処遇改善補助金 

 

主 管 課 

 

保育幼稚園課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 712,913千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）児童福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

712,913千円 千円 千円 千円 712,913千円 

目     的 

市内の認可保育所、認定こども園及び小規模保育事業所（Ａ型に限る）（以

下、「保育所等」という。）に勤務する保育士・保育教諭・幼稚園教諭及び配

置特例で保育士とみなされる看護師等（以下、「保育士等」という。）の処遇

を改善することで、保育士等の確保や職場定着及び離職防止を図る。 

事 業 概 要 

常勤保育士等は月額２万円／人、非常勤保育士等は月額１万円／人（上限

額）を施設を通じて支給する。 

また、施設が負担する法定福利費相当額を 16％を上限に支給する。 

特     色 
保育士等の処遇改善ではあるが、非常勤保育士等の月額基準額を原資に、

その他の職種（調理師や栄養士、事務員など）に配分することができる。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

児童相談所設置事業 

 

主 管 課 

 

児童相談所準備室 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 1,649千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）児童福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

1,649千円 0千円 0千円 283千円 1,366千円 

目     的 
児童虐待対策の強化のため、児童相談所の設置に向けて、県農業試験場跡

地を整備予定地とし、用地取得の取組や人材育成等に取り組むもの。 

事 業 概 要 

⑴用地取得にかかる協議 

 整備予定地（県農業試験場跡地）の所有者である県と土地売買に向けた具

体的な協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

⑵人材育成 

 県や他都市の児童相談所に職員を派遣し、人材育成に努める。 

  [令和６年度 派遣人数] 

県中央児童相談所 ：３人 

北九州市児童相談所：１人 

熊本市児童相談所 ：１人 

 

⑶他都市調査 

 柏市や中野区等（予定）の児童相談所を視察・調査する。 

 

⑷スケジュール（予定） 

 令和６年度・・・・用地取得 

  ７年度・・・・設計 

   ８～９年度・・工事 

   10年度 ・・・供用開始 

特     色 
 児童相談所の設置に向けて、用地取得等のほか、経験や専門性を持った職

員の段階的な育成・確保などハード・ソフト両面の取組を行う。 

 

 

［整備予定地］ 

県農業試験場跡地 31-2 街区のうち、西側約 6,600 ㎡ 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

潜在保育士雇上強化補助金 

 

主 管 課 

 

保育幼稚園課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 46,740千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）児童福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

46,740千円 35,055千円 千円 千円 11,685千円 

目     的 
市内の保育所等が潜在保育士を保育補助者として雇用した際に補助金を

交付することにより、保育士・保育教諭としての復帰を促進する。 

事 業 概 要 

⑴対象施設 

潜在保育士を保育補助者として雇用する認可保育所、幼保連携型認定こど

も園、小規模保育事業所 

※当該事業における潜在保育士とは、保育士資格を有する者であって社会

福祉施設等で従事していない者 

⑵対象経費 

潜在保育士を保育補助者として雇用する際に必要な経費 

※令和６年６月以降に雇用開始され、７年４月１日までに保育士・保育教

諭として復帰する見込みがある者 

⑶対象期間 

 雇用開始後、最大６か月 

⑷補助上限額（１施設あたり） 

 定員１２１人未満の施設 3,117千円 

 定員１２１人以上の施設 6,234千円 

 

特     色 

現に保育士として就業していない保育士資格を有する者（潜在保育士）が、

一定期間保育補助者として従事することで、段階的に保育士として復帰する

際の足掛かりとする。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

保育所システム更新等推進事

業 

 

主 管 課 

 

保育幼稚園課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 20,000千円 

 

費 目 

 

（款）民生費 

（項）児童福祉費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

20,000千円 千円 千円 千円 20,000千円 

目     的 
保育所等がＩＣＴを継続して利用できるよう、システム更新等に係る費用

の一部を補助し、保育士の業務負担軽減を図る。 

事 業 概 要 

保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるＩＣＴ化推進事業）の補

助対象とならない、システムの入れ替え、機器の更新・追加に対し、補助を

行う。 

 

１施設あたり 

補助基準額：1,000千円 

補助率：１／３（２／３は事業者負担） 

特     色 

国の保育対策総合支援事業費補助金の対象外とされている、ＩＣＴを継続

して利用するための費用（システムの入れ替え、機器の更新・追加）を補助

対象としている。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

かごしまクリエイター成長促

進事業 

 

主 管 課 

 

産業創出課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 5,200千円 

 

費 目 

 

（款）商工費 

（項）商工業振興費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

5,200千円 千円 千円 千円 5,200千円 

目     的 

デザイナーなど、製品の高付加価値化等に必要な市内クリエイターの活用に

係る経費を助成するとともに、その成長を促進するため、市内で活動する多様なク

リエイターが集い、ビジネススキルの向上やビジネスマッチング、クリエイター同士

の交流を深めるための複合型イベント「メイザンクリエイターズフェス（仮称）」を開

催する。 

事 業 概 要 

⑴市内クリエイター活用支援促進補助金 

・概要：市内クリエイターの活動を支援するため、商品・サービスの開発やリニュ

ーアル等に際し、市内の独立クリエイターを活用した市内事業者に対

し、補助を実施 

・補助上限額：20万円 補助率：1/2以内 補助件数：５件 

 

⑵メイザンクリエイターズフェス(仮称) 

〇開催時期 令和６年 10月～11月・２日間(予定) 

〇開催場所 mark MEIZAN(鹿児島市クリエイティブ産業創出拠点施設)、 

名山町周辺店舗等 

 〇参加対象 市内クリエイター、企業担当者等 

 〇イベント内容(案) 

   ・国内の著名クリエイターによるトークセッション 

   ・商品、Web、映像等様々なクリエイターが登壇するイベント 

   ・参加者同士の交流会の実施 

   ・市内クリエイター向けのビジネススキル向上セミナー 

   ・市内企業向けのデザイン経営セミナー 

   ・市内クリエイター等の作品展示 

特     色 

補助金の交付を通じて、市内事業者による市内クリエイターの活用を促進する。 

また、クリエイターの成長やマッチング機会の創出等に資するイベントの開催を

通じて、クリエイティブ人材の育成とコミュニティ形成等を図り、コラボレーションに

よる新たな価値の創出や商品・サービス等の付加価値向上など、地域産業の稼ぐ

力の向上につなげていく。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

有害鳥獣被害対策事業 

 

主 管 課 

 

生産流通課 

主要・新規の別 

 

主要 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 39,150千円 

 

費 目 

 

（款）農林水産業費 

（項）農業費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

39,150千円 18,874千円 100千円 千円 20,176千円 

目     的 

鳥獣による農作物等への被害を防止するため、電気柵等の導入や鳥獣を寄

せ付けない集落ぐるみの取組を推進するほか、新規捕獲従事者の確保やＩＣ

Ｔの活用等により捕獲活動の強化を図る。 

事 業 概 要 

⑴被害の防止 

イノシシ等用電気柵等の導入支援 

 

⑵集落ぐるみでの取組の推進 

被害防止対策研修会の開催 

 

⑶捕獲従事者確保の推進 

・新規わな免許取得者への助成 

・新規捕獲従事者確保・育成支援【拡充】 

 

⑷有害鳥獣の捕獲の推進 

・有害鳥獣捕獲活動への支援【拡充】 

・ＩＣＴ技術の実証【拡充】 

 

特     色 

【令和６年度拡充点】 

 

⑴新規捕獲従事者の確保・育成支援 

 熟練捕獲従事者が行う新規わな免許取得者に対する技術指導への支 

援を行う 

 

⑵捕獲活動支援補助 

 狩猟期間も対象に加えることで、有害鳥獣の捕獲活動を推進する 

 

⑶ＩＣＴ技術の実証 

 自動捕獲システムの導入により、効率的な捕獲活動の推進を図る 
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令和６年度主要・新規事業  

 

 

事 業 名 

 

地域商社支援事業 

 

主 管 課 

 

産業政策課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 3,000千円 

 

費 目 

 

（款）商工費 

（項）商工費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

3,000千円 千円 千円 千円 3,000千円 

目     的 
海外展開の促進を図るため、地域商社の海外への販路拡大に係る経費を助

成する。 

事 業 概 要 

⑴補助対象者 

市内に本店を有する地域商社 

 

⑵補助対象事業 

市内に主たる事業所を有する事業者５者以上の商品等を取り扱い輸出す

ることを目的として以下の事業 

①展示会等出展 ②バイヤー招へい      

③情報発信・プロモーション 

④取引に係る物流・決済の一元化 等 

 

⑶補助金額等 

対象経費の２分の１以内（上限 100万円）・３回まで 

 

⑷補助対象経費 

①出展料 ②渡航費 ③宿泊費 ④広告宣伝活動費  

⑤通訳費・翻訳費 ⑥輸送費  

⑦事業の実施に係るもので市長が必要と認める経費 

特     色 

市場拡大を目指す市内事業者の海外展開促進を図るため、海外バイヤー等

とのマッチング機能や、少量の商品を取りまとめて輸出する機能等を有する

地域商社への支援を行う。 

 

 



 

21 
 

令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

大阪・関西万博を契機とした

プロモーション事業 

 

主 管 課 

 

観光戦略推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 10,676千円 

 

費 目 

 

（款）商工費 

（項）商工費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

10,676千円 千円 千円 千円 10,676千円 

目     的 
大阪・関西万博を契機としたインバウンド誘客に向け、広域連携によるプ

ロモーション等を推進する。 

事 業 概 要 

⑴大阪以西への誘客促進に向けた「西のゴールデンルート」アライア 

ンス(※)の体制強化 

 ・販促物の作成 

 ・万博共同出展企画検討 等 

  ※令和５年９月に福岡市長の声掛けにより設立された広域連携の 

取組で、令和６年４月１日時点で 15自治体が参画 

令和６年度から、国や DMO、民間事業者等もパートナーに加え推進体

制を強化 

 

⑵アライアンスによる広域的な周遊ルートのプロモーション 

 ・欧米豪等向けの誘客プロモーション(旅マエ・旅ナカ) 

 ・ツーリズム EXPOジャパンへの出展 等 

特     色 

 本事業は、急速に観光需要の回復が進むインバウンドの誘客に向けた施策

を総合的に展開する「インバウンド観光推進プロジェクト」の構成事業とし

て重点的に取り組むものである。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

ナイトタイムエコノミー推進

事業 

 

主 管 課 

 

観光戦略推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 3,016千円 

 

費 目 

 

（款）商工費 

（項）商工費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

3,016千円 千円 千円 千円 3,016千円 

目     的 

 インバウンド誘客や滞在時間延長等につながるナイトタイムエコノミー

(※)を推進する。 

 

※夜間（一般的には、日没から日の出まで）の経済活動のこと。夜間の様々

な活動を通じて、地域の魅力や文化を発信し、消費拡大などにつなげる考

え方 

事 業 概 要 

⑴夜間等における観光コンテンツの情報発信 

 ・鹿児島ならではのナイトタイム観光コンテンツの特集記事作成 

 ・かごしま市観光ナビ等による情報発信 

 

⑵ナイトタイムイベント用の照明器具購入 

特     色 

本事業は、急速に観光需要の回復が進むインバウンドの誘客に向けた施策

を総合的に展開する「インバウンド観光推進プロジェクト」の構成事業とし

て重点的に取り組むものである。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

甲突川千本桜再生プロジェク

ト事業 

 

主 管 課 

 

公園緑化課 

主要・新規の別 

 

主要 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 24,173千円 

 

費 目 

 

（款）土木費 

（項）緑化公園費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

24,173千円 4,215千円 ０千円 ０千円 19,958千円 

目     的 

 甲突川は、かつて 1,000 本以上の桜が植栽されていたが、植栽から 45 年

以上が経過し、老木化や病害虫被害等を受け、現在では 500本以下まで減少

しており、このままでは、桜並木の衰退や老木化による倒木等の危険性も高

まる。 

 そこで、かつての千本桜を再生し、にぎわいと潤いが共存する新たな桜の

名所とするため、寄附金等の受入を行うなど、市民や民間事業者等の協力を

得ながら、桜並木の再整備を行う。 

事 業 概 要 
甲突川千本桜再生プロジェクト策定に向け、関係機関等と連携した取組を

進める。 

特     色 
桜並木の再整備に加え、寄附金等の受入を行うなど、市民や民間事業者等

と一体となった取組を実施する。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

加治屋町 1 番街区市街地再開

発事業 

 

主 管 課 

 

市街地まちづくり推進課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 未定  千円 

 

費 目 

 

（款）土木費 

（項）都市計画費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

62,223千円 31,000千円 千円 千円 31,223千円 

目     的 

鹿児島中央駅から天文館、本港区、さらに鹿児島駅までのエリアにおいて、

来街者の様々な消費行動やまちの魅力の気付きにつなげ、にぎわいとゆとり

ある都市空間を創出し、歩いて楽しめるまちづくりを推進する。 

事 業 概 要 

いづろ・天文館地区と鹿児島中央駅地区のほぼ中間に位置する加治屋町 1

番街区において、市街地再開発事業を推進する。令和 6年度は、準備組合が

行う基本設計等に対し補助を行う。 

特     色 ― 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

子育て世帯住替支援補助金 

 

主 管 課 

 

住宅課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 5,000千円 

 

費 目 

 

（款）土木費 

（項）住宅費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

5,000千円 2,250千円 千円 千円 2,750千円 

目     的 
本市に住み続けたい子育て世帯の住替えを支援することで、子育てしやす

い住まいと住環境を確保するとともに、地域の活性化につなげる。 

事 業 概 要 
・住替費用の一部補助 

・地域(校区)の生活情報等の提供 

特     色 

・建築費の高騰などから、比較的安価で住宅取得できる周辺自治体へ転出す

る子育て世帯が増加傾向であることから、住替費用の補助等を行うこと

で、本市への定住促進、経済的負担の軽減、居住環境の改善を図るもの。 

・三世代同居・近居のニーズに対応し、介護や子育て等における家族の支え

合いによる住環境の向上を図るもの。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

船舶事業 90周年記念事業 

 

主 管 課 

 

船舶局総務課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 298千円 

 

費 目 

 

（款）船舶事業費 

（項）営業費用 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

298千円 千円 千円 千円 298千円 

目     的 

 船舶事業 90 周年を記念した写真展や関連するＰＲ事業の実施をとおし

て、桜島フェリーの魅力について市民や観光客等へ情報を発信し、誘客に繋

げる。 

事 業 概 要 

 

⑴式典 

 ①船舶事業 90周年記念式典    

  開 催 日：令和６年 11月末 

  開催場所：桜島港フェリーターミナル・多目的ホール 

    

 ②記念クルージング   

  内  容：よりみちクルーズ（令和４年度で廃止）の航路を活用した

90周年記念クルージング 

 

⑵写真展       

 フェリーターミナルや本庁で 90周年を振り返るアーカイブ 

写真展を行う。 

展示場所：桜島フェリーターミナル、市役所等 

 

⑶記念グッズ作製  

 90周年を記念したオリジナル缶バッジを制作し、販売する。 

 

特     色 周年事業（船舶事業開始 90周年） 

 

 

 

 

 



 

27 
 

令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

フレンドステップ・メタバー

ス導入事業 

 

主 管 課 

 

教育委員会青少年課 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 3,641千円 

 

費 目 

 

（款）教育費 

（項）教育総務費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

3,641千円 403千円 ０千円 11千円 3,227千円 

目     的 

メタバース（仮想空間）の導入により、個に応じた教育の機会及び居場所

を充実させることで、不登校児童生徒数の減少や、社会的自立による進学・

就労率の増加につなぐことで、地域社会の担い手の確保を実現するもの。 

事 業 概 要 

学校やフレンドシップ、民間施設等に通えず自宅で過ごしている児童生徒

の自立を支援するため、メタバース（仮想空間）を活用した相談活動や学習

支援等を通して、リアルな体験・交流活動への参加を促進する。 

特     色 

同年度に実施予定の電子黒板整備事業で設置される電子黒板を活用し、教

育課程内外の教育ＤＸを加速し、すべての児童生徒に学びの機会を与え、「誰

もが、いつでもどこからでも、誰とでも、自分らしく学べる社会」の実現を

推進する。 
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令和６年度主要・新規事業 

 

 

事 業 名 

 

桜島学校整備推進事業 

 

主 管 課 

 

教育委員会学校整備室 

主要・新規の別 

 

新規 

 

事業年度 令和６年度 

総 事 業 費 1,527,232千円 

 

費 目 

 

（款）教育費 

（項）教育総務費 

令 和 ６ 年 度 

予 算 額 

財 源 内 訳 

特定財源 一般財源 

国・県支出金 地方債 その他  

1,527,232千円 281,307千円 253,100千円 千円 992,825千円 

目     的 
桜島地域の小・中学校を１校に統合することで、同地域の学校規模適正化

を推進する。 

事 業 概 要 

本市初の義務教育学校となる桜島学校の工事に着手するとともに、校歌や

校章の制作などを行う。（令和８年４月開校予定） 

 

［事業内容］ 

 新校舎等建設工事、校歌・校章の制作、整備検討委員会の開催 等 

［桜島学校の施設概要］ 

建設場所 ： 旧桜島溶岩グラウンド第一（約 26,000㎡） 

延床面積 ： 約 9,500㎡ 

主な構造 ： 鉄筋コンクリート造（２階一部鉄骨・木） 

構  成 ： 教室棟、管理棟、屋内運動場、屋内プール 

（桜島公民館、放課後児童クラブも併設） 

 ※６年２月補正から繰越明許 391,883千円 

 ※６～７年度債務負担行為 2,968,426千円 

 

特     色 

スケジュール 

［施設整備］ 

令和４～５年度  ： 基本・実施設計  

令和６～７年度 ： 新校舎等建設工事 

令和８年度    ： 供用開始      

［施設整備以外］ 

令和６～７年度 ： 校歌・校章の制作 

 

 

 

 

 



 

 
 

 

 

 

 

 

 

令和５年度新規開設施設 
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令和５年度新規開設施設 

 

施 設 名 称 鹿児島市営合葬墓 

事 業 年 度 令和元～５年度 開設年月日 令和 ６年 ２月２９日 

総 事 業 費 

94,201 千円 

（令和４年度決算額＋ 

令和５年度当初予算） 

内 
 

訳 

一般財源 90,997 千円 

特

定

財

源 

国・県支出金 0 千円 

地方債 0 千円 

その他 3,204 千円 

令和５年度予算     91,449 千円 

内 
 

訳 

一般財源 88,245 千円 

特

定

財

源 

国・県支出金    0 千円 

地方債 0 千円 

その他 3,204 千円 

面 積 
1,971.49 ㎡ 

（敷地面積） 

建築面積 43.25 ㎡ 

延床面積 143.25 ㎡ 

構 造 壁式鉄筋コンクリート造 

設 置 主 体 鹿児島市 

管理運営主体 鹿児島市 

管理運営費 

（令和６年度予算） 
1,046 千円 

施 設 の 概 要 

（ 設 置 目 的 、 

施 設 内 容 等 ） 

 

近年の少子高齢化、核家族化の進行に伴う後継者問題による市営墓地等

の無縁墓化の防止や、経済的な理由等によりお墓を持てない方などに対応

するため、最終的な遺骨の受け皿として合葬墓を設置するもの 

 

所在地：鹿児島市五ヶ別府町 1789 番地２（星ヶ峯墓園内） 

特 色 

⑴規模 

 最大 3,000 柱埋蔵可能な施設 

⑵形態 

 共同で焼骨を埋蔵するための施設を地下に設置し、地上に上屋付きの参

拝所と宗教色のないモニュメント（墓石）を設置する 

⑶管理・運営 

 市営「星ヶ峯墓園」と一体的な管理を行う 
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令和５年度新規開設施設 

 

施 設 名 

称 
６次産業化商品開発室 

事 業 年 度 令和４年度 開設年月日 令和 ５年 ４月 １日 

総 事 業 費 21,041 千円 

内 
 

訳 

一般財源 687 千円 

特

定

財

源 

国・県支出金 20,354 千円 

地方債 0 千円 

その他 0 千円 

令和４年度予

算 

   21,167 千円  

 

内 
 

訳 

一般財源   691 千円 

特

定

財

源 

国・県支出金  20,476 千円 

地方債    0 千円 

その他    0 千円 

面 積 96.8 ㎡ 
建築面積 96.8 ㎡ 

延床面積 96.8 ㎡ 

構 造 鉄筋コンクリート造 

設 置 主 体 鹿児島市 

管理運営主体 鹿児島市 

管理運営費 

（令和６年度予算） 
1,166 千円 

施 設 の 概 要 

（設置目的、 

施設内容等） 

 

６次産業化による付加価値の高い新商品開発を推進するため、商品開発に

活用できる施設を設置するもの 

所在地：鹿児島市犬迫町 4705（都市農業センター本館 １階） 

対象者：市内産農林水産物を活用した商品開発を希望する市内農林漁業者、 

市内事業者等 

導入機器：スチームコンベクションオーブン、レトルト殺菌機など 18 種類 

令和６年度管理運営費：備品購入費、保守メンテナンス業務委託、衛生害虫

防除業務委託、消耗品費、報償費 

特 色 

⑴商品開発の試作・試験販売が可能 

・市内産農林水産物を活用した商品開発が可能で、利用者が保健所で営業許

可 

・申請等の手続きを行うことで試験販売が可能 

⑵商品開発に関するセミナー等の実施 

定期的な加工機器実演、衛生管理や事例紹介等 

⑶相談体制の整備 

農産加工嘱託員の配置による技術的なアドバイス 

⑷その他 

Wｉ-Fｉ、安全確認用カメラ設置 


